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感震センサ検証の精度向上と時間削減を実現する 
再現ソフトの開発
成宮 章紀，栗山 真司，宇野 裕

　阪神・淡路大震災・東日本大震災で建物倒壊・火災等による大規模被害が発生した際、早期復旧のためには建物
被害状況を細かく把握する必要性が認識され、その新たな手法が求められている1）。オムロンでは長年にわたり地震
を検知する鋼球式感震器2）を提供してきたが、この新たなニーズに対応するため、振動解析により建物にどの程度
被害が生じるかを数値化するアルゴリズムを搭載し、地震検知精度を向上しつつ取り付け方向に自由度を持たせた
感震センサを開発した3）。この感震センサは加速度センサにより振動を取得し演算するため、地震を正確に再現した
検証や、地震以外の振動を再現した検証が商品の地震検知精度向上のための最重要ポイントとなる。
　地震波形は発生した震源地、エネルギー、そして観測地の条件ごとに違った波形となる。その再現には一般的に
大型の加振台装置を使用するが、地震波形すべてに対して再現性の高い振動試験を実施することは時間的・費用的
にも容易ではない。そこで、加振台での検証ではなく、感震センサに搭載している組み込みプログラムをコン
ピュータ上で再現し、かつ仮想的な地震動を与えることのできる再現ソフトを開発した。この開発により従来に比
べ、短時間で効率良く感震センサの地震検知精度の検証が可能となった。

Development of the Vibrate Reproduction Software for 
Vibration Sensors
NARUMIYA Akinori, KURIYAMA Shinji and UNO Yutaka

The Great Hanshin-Awaji Earthquake of 1995 and the Great East Japan Earthquake of 2011 had caused large-
scale disaster to building collapses and fires. Therefore, it is recognized that the grasp of building damages is 
important for early reconstruction of the region and infrastructures1), and the method is required. OMRON has 
been providing the vibration sensors made by steel balls2) that detect earthquakes for many years, but in order to 
meet this need, we have released the vibration sensor equipped with an algorithm for analyzes vibrations and 
quantifies building damage levels, it also be improved earthquake detections and realize free mounting direction3). 
This vibration sensor analyzes vibrations with an accelerometer, and an accelerometer produces continuous digital 
data from its vibration. So, the most important point for evaluating the accuracy of vibration sensors is accurately 
reproduction of vibrations and various vibrations easier.

The earthquake vibration waveform will be different from depending on the epicenter, energy, and observation 
site conditions and its unpredictable. vibration sensors are tested with various waveforms for its unpredictability. 
Reproduction of these vibrations and waveforms are produced by vibration tests systems with large size actuators 
generally. But it is not easy in terms of time and cost to reproduce accurate vibrations of many earthquake wave-
forms for its various and complexity.

Therefore, instead of verification on the vibration test systems, we have developed the software that can repro-
duce the vibrations of waveforms and reproduce our vibration sensors embedded software in the software simul-
taneously. This made it possible to shorter time and more efficient for verification of our vibration sensors with 
various vibration waveforms include earthquake.
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1.	 まえがき
　近年多発する大地震によって大規模な建物・構造物の被
害が発生しているが、地域社会の早期復旧において被害状
況をきめ細かく把握することが非常に重要となっている。
災害発生個所をきめ細かく把握することで、復旧が必要な
個所を早期かつ的確に判断することが可能となる。そのた
めに、従来の気象庁各拠点における集中的な地震計による
地域ごとの震度・被害把握に加えて、各家庭に地震計を設
置することにより、建物ごと、家庭ごとの被害把握が可能
となる。
　オムロンでは、長年地震を検知する鋼球式感震器を提供
してきた。メカ式のため消費電力が低く電池消費が抑えら
れるが、一定の大きな地震を検知するだけであった。また
加速度で地震判断するが、加速度と震度の相関は低く動作
精度が高くないため、大地震でも地震検知できない場合も
あった。地域ごとの震度だけでなく、各家庭でも地震の大き
さをそれぞれ取得したいという要求の中で、さらなる地震解
析精度の向上を目指し、マイコン（MCU: Micro Controller 
Unit）で地震の振動を解析し建物被害状況を数値化するア
ルゴリズムを搭載した感震センサの開発を行ってきた。
　開発した地震判定アルゴリズムを検証するためには、加
振台と呼ばれる振動を再現する装置で様々な検証を行う必
要がある。1つ目は過去に発生した地震を加振台で再現
し、感震センサから出力される地震規模を検証する。2つ
目は生活環境での振動を再現し、感震センサでの地震誤判
断防止を検証する。加振台で地震波形の振動を再現するた
めには、一般的に大型の加振台装置を使用する。その地震
波形は、地震の起こる地域の地盤や地震発生場所との距離
など各地域で様々である。このような地域固有の地震波形
を高い再現性かつ、あらゆる地域の地震波形に対して実施
することは時間的・費用的にも容易ではない。また生活振
動は衝撃、すなわち急峻な振動であり、周期的な振動を再
現する加振台では再現できず、また安定して再現させるに
は、目的の振動ごとに特徴を持った専用の治具を準備する
必要があり、多様な振動を再現するのは容易ではない。
　そのため、今回、感震センサの動作をシミュレートする
再現ソフトを開発した。この再現ソフトは製品の組み込み
プログラムを変更することなくシミュレートすることが可

能となっており、これは業界として初めての取り組みであ
る。また、大型の加振装置で実施していた試験と、再現ソ
フトによるシミュレート計算を比較評価する。

2.	 感震センサとその仕組み
　オムロンで開発した感震センサは、図1のように3軸加
速度センサと独自のSI（Spectral Intensity）値演算アルゴリ
ズムを搭載した MCU で構成している。SI 値とはアメリカ
のハウスナー（G.W. Housner）によって提唱され、地震動
による建物被害を数値化した量であり、地震波形の応答速
度スペクトルにおいて、周期0.1sから2.5sの範囲における
スペクトル値の平均として、式（1）で定義される（単位は、
kine（cm/s））。また地震の大きさを表す震度階級とも高い
相関性を示すことがわかっている4）5）。感震センサは、3
軸加速度センサにより地震等による振動・揺れをデジタル
化し、その振動データを独自の SI 値演算アルゴリズムで
処理、SI値を出力する。また、SI値がある一定の大きな出
力を超える場合、顧客の機器動作を遮断するための出力
（遮断信号）を持つ。一般的な SI 値は数式で表現されてお
り、高機能な演算処理ができる CPU（Central Processing 
Unit）なら演算可能である。一方、比較的小規模な MCU
を用いる場合は処理能力が足りない。我々の感震センサ
は、地震計算処理を少なくするアルゴリズムを用いること
で比較的小規模な MCU での処理を可能とした。加えて、
地震以外の衝撃・生活振動による振動を検知する独自のア
ルゴリズムも搭載し、その場合には地震として取り扱わな
い誤検知の防止も実現している。
　上記機能があり、その上で表面実装が可能な小型モ
ジュール形状と低消費電力動作を実現しながら、従来の鋼
球式感震器と同等の動作を行う遮断出力端子を装備し、鋼
球式感震器との互換性を確保しつつも、地震検出再現性を
より高い精度で実現している。

 SI Sv= ∫1
2 4 0 1

2 5

.
( , )

.

.
T h dT  （1）

SI: Spectral Intensity 値
Sv: 速度応答スペクトル
T: 周期
h: 減衰定数

図 1　感震センサの基本構成
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3.	 従来の検証方法と課題

3.1	 加振台による検証方法
　感震センサにおける SI 値精度検証は、加振台で過去に
発生した地震波形や生活環境での振動波形を忠実に再現
し、その地震や振動を受けた感震センサがセンサ内部でSI
値を算出する。感震センサ内部で算出した SI 値と式（1）で
算出される理論値との一致性について検証している。
　加振台は各種存在し、CM 等で有名な家を揺らすような
大型なもの、小型サーボモーターを用いた簡易なもの、1
軸に限定し揺れのエネルギーを抑えて正確に振動を印可す
るものがある。従来の感震センサ開発では、コスト・検証
スピードのバランスを鑑み、3軸の小型サーボモーターを
用いた簡易検証台、1軸の精度が高い加振台による検証を
中心に実施し、大型の加振台（図 2）は要所で使うなどの
適切な評価を実施してきた。

図 2　加振台の写真

　加振台を駆動する信号には、図3のように過去に発生し
た実際の地震を観測したデータを用いる。このデータには
気象庁等の官公庁が全国各地に設置している振動計で観測
したものがよく用いられる。

図 3　地震波形の例（2005 年 福岡県西方沖地震）

　図4に加振台実験装置を示す。地震データを加振台制御
機器に地震波形として入力し、モータを駆動させて加振台
に振動を発生させる。振動を受けた感震センサは、搭載し
ている加速度センサが振動を検知し、MCU で SI 値を計算
する。振動終了後、感震センサが出力する SI 値を確認す
る。
　なお加振台装置に入力した地震波形が正確に加振台で振
動したか確認するため、基準となる加速度計を設置し加速
度をモニターする。

図 4　加振台実験装置

3.2	 加振台による検証の課題
　加振台検証では主に2つの課題がある。一つ目は、地震
波形や生活振動などの振動波形を正確に再現できるかであ
る。地震波形は一般に予測不可能であり、論理的な波形よ
りも実際の地震波形による検証を重視され、多数の波形に
よる検証が要求される。地震は直下型・プレート型で周
期・振幅が異なりかつ、地震の大きさも震度3～ 7と幅広
い。また生活振動等の検証をする場合は、ドアの開閉や車
の振動等の場合、周期波形に一瞬のパルス要素も加わりさ
らに複雑な振動波形となる。以上のように、加振台で再現
すべき振動は多岐にわたる。そのため、加振台装置の許容
動作範囲での地震および振動波形の再現可能性を、あらか
じめ検討することが必要である。
　二つ目は、検証対象となる感震センサの設置方法であ
る。実使用に合わせて設置し十分振動が伝わることが前提
となるため、設置影響を排除する必要がある。
　上記理由から、試験環境の正確な構築が検証の精度に
とって非常に重要である。そのため、試験環境構築・事前
検討・結果確認に多くの時間を要する加振台での検証は費
用対効果が非常に悪い検証である。ただし、加速度センサ
の実装傾きの影響やユーザーの取り付け位置を考慮した環
境で試験を行う場合、より現実に近い加振台での検証は重
視されている。このため、加振台による検証は最小限にと
どめつつ、効率的に検証できる手法が求められる。

3.3	 モデルシミュレーションによる検証方法
　前述のような加振台による検証方法を効率化する手段と
して、感震センサと同じ動作をコンピュータ内にモデル化
し、シミュレーションをする手段が考えられる。感震セン
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サ内部での SI 値計算と地震判定アルゴリズムをモデル化
し、コンピュータ上で検証を行えば、加振台のように試験
環境に左右されずに正確に振動を再現し計算・アルゴリズ
ムの検証を行うことができる。ただし、感震センサ用の市
販シミュレータは存在しないため、汎用の数値解析シミュ
レータを使用することとなる。

3.4	 モデルシミュレーションによる検証の課題
　汎用の数値解析シミュレータを使用する場合、シミュ
レータで構築したアルゴリズムと実際の組み込みソフト6）

との相互変換ができない課題がある。
　この課題への対策としては、2つの対応方法が存在す
る。1つ目はシミュレータ上でアルゴリズム開発を行い、
自動変換機能7）を用いて出力されたコードを実機のプログ
ラムとしてそのまま使用する手法である。自動変換機能
は、自動でシミュレーションプログラムを組み込みプログ
ラムに変換する。この場合、計算結果の誤差が保証されな
い、処理時間が考慮されない、プログラムサイズの肥大化
といった問題がある。プログラムサイズの肥大化や処理速
度不足の場合、MCU 変更が必要となり製品コストが上が
る等の問題も発生する。また、感震センサでは低消費電力
を達成するための MCU パワーマネジメントや加速度セン
サの詳細な制御、およびそれとの協調動作を行っているた
め、これらの機能をシミュレータ上で再現することは難し
く、仮に再現できたとしてもそれらを含めて自動変換する
ことはプログラムサイズの肥大化を助長して先述のコスト
上昇の問題が発生するため採用できない。
　2つ目の対応方法は、シミュレータで計算を構築・検証
した後に手作業で変換し製品ソフトウェアを構築する手法
である。この場合、一つ一つの手順を人手によって変換し
ていく必要があり、加えてアルゴリズム変更の度に検討・
変換する必要がある。このために作業に時間がかかり、こ
れも製品コスト向上の要因となる。また、変換時に人為的
なミスが入り込む余地があるため、組み込みソフトとシ
ミュレータ上の動作が完全に一致しているか検証も必要と
なってくる。そのためシミュレーションを導入しても、再
度加振台による実験をする必要が発生してしまう。
　このように従来のシミュレーション構築では、十分な費

用対効果が得られないため、組込プログラムを変更するこ
となくシミュレーションが実行できるソフトを開発した。

4.	 再現ソフトを用いた感震センサ検証

4.1	 全体構成
　今回提案する再現ソフトの全体構成を図5に示す。加振
台試験と同じく地震波形を準備し、感震センサプログラム
を取り込んだ再現ソフトに入力しシミュレーションを実施
する。再現ソフトは取り込んだ感震センサプログラム上で
SI 値を計算し出力する。

図 5　全体構成

4.2	 再現ソフトの実現方法
　感震センサは図6のように、振動を検知するための加速
度センサと、地震演算をするためのMCUから構成される。
感震センサは加速度センサで取得した加速度を SPI 通信で
マイコンに取り込み、マイコンの組み込みプログラムで地
震精度を処理している。組み込みプログラムには様々な要
素があり、振動検証に必要な計算機能以外に、加速度セン
サとの通信インタフェース機能を再現する必要もある。ま
た加速度センサの挙動も再現する必要がある。これらをコ
ンピュータ上に仮想加速度センサと仮想マイコンとして構
築し、業界として初めて感震センサ全体をシミュレーショ
ンできる環境を構築した。
　また実際の感震センサの加速度センサと MCU は協調し
て動作している。この協調動作を PC 上で再現するために
非同期処理を行うスレッド機能を利用する。MCU と加速

図 6　感震センサ
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度センサをそれぞれ別スレッドで実現し非同期に動作さ
せ、独立した挙動とした。MCU と加速度センサとのイン
タフェース部分は、スレッド間通信として表現することで
実際のデジタル回路と同様の非同期な通信となり、現実の
通信動作と同様の動きが再現できた。これらにより上層の
アプリケーション部を変更することなく PC 上で実行可能
な機構として実現した。

4.3	 仮想加速度センサ
　再現ソフトを作成する上で、加速度センサが振動を検知
する仕組みをコンピュータ上で再現する必要がある。その
ためには図 7のように 3つの動きを再現する必要がある。
1つ目は、加速度センサが振動をサンプリングしつづける
動きである。2つ目は、加速度センサのデジタル回路を模
擬して、振動を加速度センサの出力に変換する動きであ
る。3つ目は加速度センサに一定以上の振動が加わった
後、MCU を起動する動きである。これら 3つの動作を、
実際の加速度センサと同じ形式・タイミングで出力する仮
想加速度センサを作成する必要がある。

4.4	 仮想マイコン
　図8に実際の感震センサと再現ソフトの構成比較図を示
す。プログラムは、上層のプログラム言語で記述された感
震計算や加速度センサを操作するアプリケーション部、中
間層のプログラム言語で記述された計算補助や外部入出力
のインタフェース機能などを含むミドルウェア部、低層の
機械語で記述されたデバイスドライバ部で構成される。こ
れらの全体を PC に取り込むとき、プログラムに一切の変
更を加えない場合はエミュレーション技術を用いることが
ある。通常、感震センサのような小型・低消費電力の
MCUと、PCに使用されるCPUでは機械語に互換性がない
ため、エミュレーション技術で MCU 側の機械語をハイパ
ワーな PC でリアルタイムに解析・解釈し実行する。ただ
し、市場ではエミュレーション技術はハイエンドの CPU
にしか提供されておらず、小型な MCU には存在しないこ
とが多い。また小型とはいえ MCU には 100 種類を超える
機械語が存在しているほか、MCU はラインナップごとに
周辺回路も異なるため商品開発の都度、エミュレーターを
構築するのはコストが高い。

図 7　仮想加速度センサの機能

図 8　実際の感震センサと再現ソフトの構成比較図
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　一方でプログラム言語は MCU/CPU に依存しない形式と
なっている。上層・中間層はプログラム言語で記述されて
いるため、そのまま別の CPU で実行できる可能性がある。
特に上層をそのまま利用することで、PC上とMCUで同じ
プログラムがそのまま実行できるようにする。中間層は上
層が MCU や周辺回路へ依存を低くするために用いられ
る。そのためこの中間層を変更し、上層から見れば PC で
実行しても MCU の周辺回路が存在するかのような振る舞
いを実現した。その際に、感震センサの地震検知機能に必
要な加速度センサへの通信機能等、最低限の MCU 内部回
路に限定して再現を行い、エミュレーター構築に比べて短
時間で再現ソフトを作成した。また商品特有の低消費電力
化に必要な、計算とパワーマネジメント機能の同時実行を
再現し、状態遷移を含めて上層のソフトウェアは改変せず
に利用できるようにした。

5.	 結果

5.1	 地震検証結果比較
　加振台による振動によって感震センサが出力する地震規
模の結果、再現ソフトのシミュレーションで得られる地震
規模の結果、および各地震規模のSI値を表1に示す。理論
値は式（1）で計算する。また加振台による検証（旧検証）
は振動再現のバラつきがあるため 10 回の平均値としてい
る。感震センサの SI 値仕様は±5kine となっているが、再
現ソフトは理論値と比較して地震判定アルゴリズムの誤差
は発生するものの誤差±0.5kine 以下であり検証精度は十
分である。ただし、加振台による検証（旧検証）の場合も
±1.5kine 以下となり検証精度は十分であることがわかる。

表 1　地震検証結果

条件 SI 値
理論値

加振台による検証
（旧検証）

再現ソフトによる
検証

SI 値 理論値との
誤差 SI 値 理論値との

誤差
地震 A 44.1 42.6 －1.5 43.6 －0.5

地震 B 33.5 32.4 －1.1 33.6 +0.1

地震 C 33.0 31.9 －1.1 33.0 0.0

地震 D 27.5 26.6 －0.9 27.1 －0.4

単位［kine: cm/sec］

　なお加振台で再現困難だった生活振動は、再現ソフトで
振動波形を取り込むことによって容易に検証が可能になり、
これまで繰り返し必要だった振動検証の時間短縮となった。

5.2	 所要時間
　加振台で実施した場合の実験所要時間は、

　・1波につき、実験時間約 3分
　・加振台装置準備時間 約 5～ 10 分（安全確認等装置に

よって異なる）

となり、1波形につき約 8～ 13 分必要となる。
　一方、再現ソフトの場合、1波形につき約 1分で検証可
能である。公的な地震波形データベースには、数万波を超
える地震波形のデータが登録されている。地震の検証とし
ては多数のパターンで検証して確認を行うため数百の波形
を用いて検証を行うことが求められる。仮に地震 1000 波
検証した場合、加振台に 10 分×1000 波＝10000 分／60
分＝約167時間必要となる。これに対して再現ソフトの場
合は、1 波約 1 分で検証が可能であり、1 分×1000 波＝
1000 分＝約 16.7 時間となる。結果、約 90％削減可能と
なった。

5.3	 詳細な解析結果
　加振台による検証では、振動後に感震センサに保存され
ている地震データを確認するだけであった。一方再現ソフ
トによるシミュレーションでは、図 9や図 10 のように刻
一刻と変化する振動に対して、感震センサが検知した SI
値等の地震データを時刻ごとに表示することが可能になっ
た。これは従来ならセンサが計算中で出力ができなかった
内部データも、コンピュータプログラム上に仮想マイコン
を再現したことでモニタリングすることが可能になったた
めである。SI 値以外にも、様々な MCU 内部情報をモニタ
リングすることができるようになったため、感震センサプ
ログラムの解析と調整がより容易に実施することができ、
開発の効率がさらに高まった。

成宮 章紀 ほか 感震センサ検証の精度向上と時間削減を実現する再現ソフトの開発
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図 9　入力した地震波形とシミュレーション結果

図 10　入力した生活振動波形とシミュレーション結果

6.	 むすび
　地震波形や生活振動などの振動波形を加振台や治具で正
確に再現し検証することは困難で時間を要するが、今回の
提案で感震センサの組み込みプログラムを取り込んだ再現
ソフトを実現し、加振台で実施した場合と同等以上の精度
で検証が可能になり、かつ大幅な時間削減が可能になっ
た。今後の商品開発ではこれまで時間の制約により実施で
きなかった数々の振動データも含めて、振動検証を実施し
ていく。
　一方で、感震センサの機能は地震検知機能だけでなく、
各種データの顧客との送受信や、点検動作等も重要な機能
である。また、それらの動作が地震と同時に発生した場合
や、一部故障が発生した場合の挙動など、商品開発におい
て発売前に実施しておくべき検証は地震検証以外にも多数
ある。これらに対して、現在の再現ソフトでは地震検知ア
ルゴリズムに必要な機能以外は省いているため、従来通り
実機を用いた検証もあり再現が難しい現象もある。今後
は、それらの感震機能以外の部分も再現・検証できる手法
を開発し、さらに精度・効率を高めて感震センサを開発し
ていく。
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